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介護分野におけるロボット活用の背景 
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高齢化の推移と将来推計 

介護現場の課題 

（１）2010年から2025年までの15年間で、65歳以上の 高齢者は約709万人増加。社会全体の高齢化率（総人口

に占める高齢者の割合）が23％から30％に大幅上昇。 

（２）団塊の世代が一挙に高齢者になり、2012～2014年には毎年100万人以上高齢者が増加。 

（３）介護職員の数も2012年の170万人から、2025年には約250万人が必要。 

（４）7割が腰痛を抱えるという現場の負担軽減が必要。 



経済産業省・厚生労働省合同検討会発足 

検討会にて重点分野の原案を作成し、各種団体に意見照会 

両省より「ロボット技術の介護利用における重点分野」を公表 

介護ロボットを選ぶ際の重視点 
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主な介護の種類 

出典：福祉用具・介護ロボット実用化支援事業報告書（平成24年3月厚生労働省） 

平成２４年６月 

平成２４年１１月 

負担に感じる介護の種類のうち、ロボット技術を活用した解決を図るため、
平成２５年度の重点分野は 

１ 移乗介助（装着型） 
２ 移乗介助（非装着型） 
３ 移動支援（屋外） 
４ 排泄支援  
５ 認知症の方の見守り（施設） の５分野に決定 

重点的に取り組むべき分野（重点分野）選定の経緯 

◇ 厚生労働省が平成２３年度に実施した「福祉用具・介護ロボット実用化支援事業」に
おいて、２２０の介護施設管理者・介護スタッフに対し、介護種類毎の負担に感じる割
合を調査（下記グラフ参照） 

◇ 厚生労働省及び経済産業省では、これらの介護の種類のうち、ロボット技術を活用し
て解決を図るべき重点分野を決定し、ロボット介護機器を活用した課題の解決に向け
た取組を推進 

（2014年2月に「移動支援（屋内）」「認知症の見守り（在宅）」「入浴支援」を加え、
現在は５分野８項目） 2 



（１）－１ロボット介護機器の開発・導入促進体制 
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  民間企業・研究機関等 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、
高齢者や介護現場の具体的なニーズを踏
まえた機器の開発支援 

 

    介護現場 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝
達や試作機器について介護現場での実証
(モニター調査・評価) 

・モニター調査 

 の依頼等 

・試作機器の 

 評価等 

機器の開発 介護現場での実証等 

【経産省中心】 【厚労省中心】 
開発現場と介護現場との 
意見交換の場の提供等 

ロボット技術の介護利用における重点分野（平成26年2月3日 経産省・厚労省改定） 
 経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援） 

 ○移乗介助  

・ロボット技術を用いて介助者のパワーアシスト
を行う装着型の機器 

・ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ
動作のパワーアシストを行う非装着型の機器 

○移動支援  

・高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全
に運搬できるロボット技術を用いた歩行支援
機器 

○排泄支援  

・排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位
置調節可能なトイレ 

○認知症の方の見守り  

・介護施設において使用する、センサーや外
部通信機能を備えたロボット技術を用いた機
器のプラットフォーム 

・高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポー
トし、特にトイレへの往復やトイレ内での姿
勢保持を支援するロボット技術を用いた歩
行支援機器 

・ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際
の一連の動作を支援する機器  

・在宅介護において使用する、転倒検知セ
ンサーや外部通信機能を備えたロボット技
術を用いた機器のプラットフォーム 

○入浴支援  

市場化技術開発段階 導入実証段階 / 



 
 
介護ロボットの活用や 
開発等に関する相談 
窓口を開設 
 

○電話による相談 
○ホームページによる相談 

相談窓口の設置 

【具体的な取り組み内容（平成２６年度）】  

 
 
実証に協力できる施設・事業所 
等をリストアップし、開発の状態 
に応じて開発側へつなぐ。 
 

○ホームページにて募集 
○協力施設・事業所等に対する研修 

実証の場の整備 

 
 
開発の早い段階から試作機器等 
について、協力できる施設・事業 
所等を中心にモニター調査を行う。 
 

○介護職員等との意見交換 
○専門職によるアドバイス支援 
○介護現場におけるモニター調査 

モニター調査の実施 
 
 
国民の誰もが介護ロボットに 
ついて必要な知識が得られる 
よう普及・啓発を推進していく。 
 

○パンフレットの作成 
○介護ロボットの展示・体験 
○介護ロボットの活用に関する研修  等 

普及・啓発 

         ○介護現場におけるニーズ調査の実施 
         ○介護現場と開発現場との意見交換の場の開催  等 
その他 

（１）－２福祉用具・介護ロボット実用化支援事業 

◇ 厚生労働省では、「福祉用具・介護ロボット実用化支援事業」（平成２７年度要求額０．９億円（０．
８億円））により、開発の早い段階から現場のニーズの伝達や試作機器について介護現場での
実証等を行い、介護ロボットの実用化を促す環境の整備を推進。 
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導入実証段階 



（参考）介護分野におけるロボットの活用事例（実証試験、受注販売の段階） 
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移動支援ロボット 移乗介助ロボット（装着型） 

移乗介助ロボット（非装着型） 

抱え上げをアシストし 
介護職員の腰の負担を軽減 

ベッドが車椅子に早変わりするロボット 

坂道等での安定した歩行を電動でサポート 



（２） 障害者自立支援機器等開発促進事業          ／ 

 製品の普及 開発着手 ～ 試作 ～ 実証実験 ～ 製品化 

 実際に福祉機器を利
用等した上で、機器の
改善点や機器に関する
ニーズ等を開発側に伝
える。 

 福祉機器の展示・デ
モンストレーションのほ
か、障害当事者との意
見交換を実施。 

 開発者や研究者が持つ「シーズ」と障害当事者や福祉事
業所の職員等が持つ「ニーズ」のマッチングを目的とした交
流会を開催 

ニーズを持つグループ 
（ユーザー側） 

シーズを持つグループ 
（開発側） 

障害当事者、家族 
福祉事業所の職員等 

開発企業、大学の研
究者、リハ研究所等 

障
害
者
の
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ズ
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シーズとニーズのマッチング 

モニター評価 

《障害当事者・障害関係団体等》 

 障害者の自立や社会参加を支援するためには、支援機器や技術開発の促進を図ることが必要不可欠であるが、障害者の自立を支援する機器の開発

（実用的製品化）が進んでいない状況にある。こうしたことから、 

 ア）産・学・障害者の知識・技術を結集し、個別具体的な障害者のニーズを的確に反映した機器開発をスタートさせる機会を設ける、 

 イ）開発中の機器について、ニーズに合ったものとなっているか実証実験する場所を紹介する、 

 ウ）各開発機関が行う実用的製品化開発に要する費用の一部を助成する 

ことにより、機器開発分野への新たな参入促進を通じた適切な価格で障害者が使いやすい機器の製品化・普及を図る。 

試作初号機の製作 試作２号機の製作 試作●号機の製作 

《 

実
用
的
製
品
化
開
発
の
流
れ 

》 

導入実証段階 市場化技術開発段階 
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◇ このため、相手国現地において、現地協力組織等との共同費用負担による事業実施
を含む形式による研究開発・実証を実施。なお、委託先として積極的にベンチャー企
業を活用し、技術力のあるベンチャー企業の海外展開にも繋げる。 

◇ プロジェクト実施にあたっては、海外での実証事業に豊富な経験を有するＮＥＤＯの
技術的な専門能力を活用し、ＮＥＤＯを実施主体として、相手国の政府・政府関係機
関と、両国の役割分担、現地での許認可の取得支援等を事前に明確化。 

 

 
＜具体的な実施予定プロジェクト（ロボット分野）＞ 
○公共・防災、製造・サービス業等でのロボット技術の利活用等（米国・欧州） 

（３）－１国際研究開発・実証プロジェクト 

◇ 我が国企業が有する環境分野等の高い技術力をアジアをはじめとする潜在市場を有
する国に展開するためには、以下が必要。 

① 相手国の個別具体的な技術ニーズの的確な把握。 

② その技術ニーズに対して、我が国企業が有する高い技術力を組み合わせて、現
地の実情に合わせた技術開発やデモンストレーション（実証）を行い、コスト面も
含めた我が国企業の技術の有効性の証明。 

導入実証段階 
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（３）－２デンマークにおける取組 

◇ 要介護者の自立や活力ある生活の実現を目指すデンマークにおいて、健康状態や身体機能を見守りつつ、
生活動作の自立を促し、かつ、安心で手軽な外出を支援する自立支援型の屋内外見守り及び移動ロボッ
トシステムを導入し、要介護者の自立的な日常生活と早期の社会復帰を支援。さらに、同国が直面する介
護労働力不足の解消、介護福祉に係る負担軽減を図る。 

◇ 同システムを提供するサービス会社は、見守り、屋内外移動支援ロボットと医療監視システムをＩＴで結び、
かつ、地域行政と連携して交通システムの改善（専用道路、信号機、駐車場等の改修、交通法規の整備）
を並行的に推進。併せて、自治体は同システムにより介護福祉に係る労力や事務の負担を軽減すること
で、要介護者にとって優しく開かれたコミュニティーの実現を目指す。  

◇ これらのシステムを、単なるロボット技術の海外移転ではなく、医療監視サービスシステムや地方都市が推
進を検討しているシルバータウン構想と結びつけ、高品質なソリューションを提供するビジネスモデルとし
て事業展開を図ることで、我が国介護・福祉に係る産業競争力の強化に資することをねらいとする。 
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シルバータウン構想 

屋外移動ロボット 

室内動作支援ロボット 

見守りロボット 

データ集中管理によ
る自治体の介護労力
や財政負担の軽減、 

高齢者に優しく活力ある社会 

リース契約 

サービス会社 自治体 

【想定実施体制】 

ファーボ・ミッドフュ
ン市 

MOU等 

委託 指導等 

市交通部門、市福
祉部門、高齢者福
祉施設、 ▲▲会社 

ID等 
・テムザック 

・通信会社 

・●●会社 

NEDO 

導入実証段階 



（３）－３欧州（ドイツNRW州）における取組 

※幹事会社（予定） 

【想定実施体制】 

NEDO NRW州経済省 
MOU等 

委託 指導等 

ID等 

・ロボットメーカー※  

・介護機器リース 

 企業等 

・病院等 

相手国内では、現地化を効率的に図るために、研究機関が実施体制
に加わる予定。 

◇ 独国NRW（ノルトライン・ヴェストファーレン）州の大学病院等において、我が国の装着
型ロボット等によるリハビリ支援システムの開発実証、普及促進を図る。 

◇ 相手国医療プロトコル（治療計画・手順）に従い、相手国の被験者の協力を得ること
により、脳卒中等のリハビリ患者向けロボットを用いたリハビリ支援システムのCEマー
キング取得を見据えた開発実証を実施。 

◇ 日本側の実施体制に、先端医療ロボットのレンタル・リース会社や、地方の中小企業
（先端医療ロボットの主要パーツや周辺機器製造・加工）を組み込み、ロボット周辺技
術を開発する中小企業の欧州進出の「足がかり」や「輸出拠点」としても活用予定。 
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導入実証段階 



ネットワークロボットやウェアラブルセンサー等を活用した健康づくり 

【現状課題】 
 高齢化による認知症高齢者の増加と介護負担の増加 
 早期受診・対応の遅れによる認知症状の悪化 
 地域における支援体制が不十分 
 医療・介護分野の連携体制の構築 
 ・・・その一方で 
 ６０％以上の国民が「自宅で療養したい」 
  （住み慣れた地域で可能な限り生活を続けたいニーズ） 

医療・介護情報 

健康情報等 

ネットワークロボット・ 
プラットフォーム 

ウェアラブルセン
サー、非接触モニ
タリング 

タブレット型 

 服薬管理 
 健康管理 
 異常検知 
 癒し効果 等 

 会話量の増加による認知機能訓練 
 センサー等による体調管理と健康維持 

 住み慣れた地域における自立生活の継
続  等 

 ウェアラブルセンサーや居住スペースに設置した非接触モニタ
リング等から健康情報を収集 

 収集した健康情報とネットワークロボットを連携させてコミュニ
ケーション、体調等の管理・見守り 

 ネットワークロボット・プラットフォームの構築によりロボット端末
によらず継続的な健康づくりサービスの提供 

 要介護者の健康状態
の把握 

 早期異常検知、重症
化予防 

 業務連携によるサー
ビスの質向上と負担
軽減 

 ネットワークロボット・
プラットフォームによ
る認知症予防・ケアノ
ウハウの蓄積 

 安心できる生活環境の実現と高齢者の社会参加促進 

ネットワークロボット 

本日の天候と体調から 
たまにはこんな 

体操もいかがでしょう 

今日は暑いからいつもより 
水分を多めにとってください 
その際、お薬も忘れずに 

（４）コミュニケーション／ネットワークロボットを活用した健康づくり 

◇ ネットワークロボット、ウェアラブルセンサーや非接触モニタリング等の技術の活用によるさらなる健康づく
り（例えば、健康情報や医療・介護情報等とコミュニケーションロボットをつなぐことによって認知症等の重
症化を予防）に関する実証事業について、平成２７年度予算を要求中。 

◇ これにより、コミュニケーション／ネットワークロボットを通じた高齢者が安心できる生活環境の実現と高齢
者の社会参加促進に貢献。 
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導入実証段階 



【現状】 
要介護者の増加と介護者の不足 

【ありたい社会】 
自立的に、安全・安心な移動を可能とする 

介護者の負担増大 
一人で外出すると不安 

移動中に危険 

介護者が不足 

搭乗者の行動意図や情動を 
認識しつつ、安全に移動。 

複数の車いすが、経路、位置情
報等に基づき安全に移動。 

危険箇所を検知し、 
自動制御により転倒を防止。 

実施期間： 平成27年度～平成29年度 （3か年） 
平成２７年度概算要求において所要額を計上予定 
実施主体： 民間企業、大学等 （通信機器メーカ、ロボット製造事業者や関連するフォーラム・コミュニティと連携して取り組む。）を想定 

主な 
技術課題 

・ネットワーク接続環境
の変化に対応した制
御技術の確立 

・生体情報やセンサ等を
用いた周辺状況認識
技術の確立 

・他の車いすとの通信
等により自動的に近
傍の危険を回避する
技術の確立 

⇒高度化 ネットワークロボット 
プラットフォーム 

（５）ＩＣＴを活用した自立行動支援システムの研究開発 

◇ 超高齢化社会に向け、高齢者・要介護者が増加する中、介護者の不足の問題が顕在化しており、その解
決が喫緊の課題。 

◇ このため、ネットワークロボット技術の高度化等の研究開発に取り組むことにより、介護が必要な場合で
あっても、自立的、安全かつ安心に生活空間内の行動を可能とするICTを活用した行動支援システムの実
現を目指す。 
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次世代技術開発段階 



（６）ImPACT Program 重介護ゼロ社会を実現する革新的サイバニックシステム 

山海 嘉之 Yoshiyuki SANKAI 

  1987年 筑波大学大学院博士課程修了 
1998年 米国Baylor医科大学 客員教授 
2003年 筑波大学大学院システム情報工学研究科 教授 
2006年 CYBERDYNE(株)代表取締役社長/CEO 
2011年 筑波大学サイバニクス研究センター長 
2014年〜 ImPACT プログラムマネジャー 
 
革新的サイボーグ型ロボットという新領域の先端技術を開拓し、 
ベンチャーを起業。知財戦略、ISO国際規格策定を主導し、ロボ 
ットスーツ「HAL」が医療機器CEマーキング認証を取得。ドイツ 
の公的労災保険の適用を実現。株式上場・国際展開に至る国際 
ビジネスマネジメントに関して、高い能力を発揮。2009〜2014年 
内閣府・最先端研究開発支援（FIRST）プログラム中心研究者。 

＜非連続イノベーションのポイント＞ 
 

＜期待される産業や社会へのインパクト＞ 
 

＜研究開発プログラムの概要＞ 

 重介護ゼロの実現に向けて、要介護者の自立度を高
め、さらに介護者の負担を激減させる人とロボット等の
融合複合支援技術を研究開発し、革新的生活支援イン
フラ化・社会実装に挑戦 

人の脳神経系・身体とロボット等を融合複合し機能させ
る革新技術の研究開発。残存機能の飛躍的拡張と介
護者負担の激減、『重介護ゼロ社会』の実現 

人とロボットを繋ぐ革新的人支援技術・新産業の創出と、従
来の消費型経済から社会課題解決型経済へのパラダライ
ムシフト。産業・社会変革（ソーシャルビジネス・イノベーショ
ン）の実現 

ImPACT Program Manager 

次世代技術開発段階 
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• 開発事業者に対し、課題の聴取及び機
器開発に関する助言を行う 

• 開発事業者と利用者・介護現場に対し、
実証事業の最新情報を提供する 

• 開発事業者と介護現場等の利用者とに
よる意見交換を促進することで、開発事
業者のシーズと利用者・介護現場のニー
ズのマッチングを図る 

（７）NEDOロボット介護機器パートナーシップ 

• ロボット介護機器の開発事業者と介護現場などの利用者との情報交換を行うための場として、 

平成２４年１１月にコンソーシアムを設立。独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥ
ＤＯ）が事務局。 

• 年に数回程度パートナーシップ会合を開催。ロボット介護機器開発において重視すべきポイントや安
全検証の基礎知識、具体的進め方について産総研等から解説を行うとともに、開発事業者及び
介護現場などの利用者に対し、同事業に関する最新情報を提供。 
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開発事業者と介護現場等の利用者 

ロボット介護機器開発の促進 
・要介護者の自立促進や介護従事者
の負担軽減の実現 
・ロボット介護機器の新市場創出 

経済産業省 等 

ロボット介護機器開発パートナーシップによる連携強化 

市場環境整備 



◇ 生活支援ロボットは人との接触度が高いためにより高次の安全性が求められる一方、安全基
準が未整備であったことから利用者の導入のハードルが高く、企業の製品開発リスクも高いと
の課題があった。 

◇ これを受けて、平成26年２月に生活支援ロボットの安全に関する国際標準が発効され、国際標
準に準拠した安全認証が取得できる体制を整備。 

（８）－１生活支援ロボットの安全認証 

品質管理体制及び製品
の審査、認証書の発行 

民間認証機関 
 

（一般財団法人日本品質保証機構） 

試験依頼 認証依頼 

安全検証試験機関 
 

（生活支援ロボット 
安全検証センター） 

試験結果 

ＩＳＯ13482(生活支援ロボットの安全性に関する国際規格) 

参照規格提供 

ロボット製造者 

参照規格提供 

参照規格提供 

平成25年度 
ISO13482発効 

平成26年２月  
ISO13482に基づく認証開始 
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市場環境整備 



生活支援ロボット安全認証マーク（JQA） 

ロボットスーツHAL福祉用 
（サイバーダイン） 

（８）－２生活支援ロボットの安全認証 

生活支援ロボット安全検証センター 
（茨城県つくば市） 

高速ビークル管理システム 
「エリア管理システム」（ダイフク） 

ロボット介護機器 
「リショーネ」（パナソニック） 

認証 
依頼 

試験 
依頼 

◇ 2013年2月、サイバーダインのロボットスーツＨＡＬ福祉用が国際安全規格原案ISO13482DISに
準拠した安全認証を世界で初めて取得。 

◇ 2014年2月、パナソニックのリショーネ、ダイフクのエリア管理システムが国際安全規格
ISO13482に準拠した安全認証を世界で初めて取得。 

◇ これを通じて、生活支援ロボット安全検証センターと（一財）日本品質保証機構（JQA）に、国際
標準に基づく生活支援ロボットの安全検証試験及び安全認証のノウハウと実績があることが世
界に示された。 
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市場環境整備 



2020年に目指すべき姿 
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準備中 


